
事務事業名ＣＤ

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

所属

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

安芸高田市施策評価シート　（平成24年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成24年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成24年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成24年度施策）

企画振興部　政策企画課施策コード

19

JRについては、便数の確保及び高速
化の要望がある。（アンケート、ヒアリン
グ結果）

うち一財 うち一財 うち一財

Ｈ24決算

158,602156,912

122,777

Ｈ23決算

589 519 0.18
普通

前年度並
み配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存
2.1.7.1.12

505

Ｈ25予算

経費区分

人員数(H24)

人件費
主な予算科目

ソフト事業 505 589 519 47,357
ＪＲ利用促進事業16

既存
2.1.7.1.12

156,360

ソフト事業 118,426

0.95
高い

①　住民意識調査

電話

役職・氏名

前年度並
み配分158,602

生活交通確保対
策等事業 249,940

公共輸送機関の整備

主要施策 2.定住と交流のネットワークづくり

課長　山平　修
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826-42-5612

基本方針

11001

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価

156,865 157,501

123,366

グ結果）
平成22年10月から市内全域でスタート
した新公共交通システムに対する市民
満足度は高い。（アンケート調査）

1.13

159,121 297,297118,931

159,121
合計

④　施策の意図、
今後の展望

JR線沿線の関係自治体と連携し、改善に取り組む。
新公共交通システムについては、本格運行で実施。さらに利便性の向上をめざしシステムを定着さ
せる。

③　施策の現状と
課題

JR芸備線は広島へ、またJR三江線は三次への重要な交通手段であり、列車便数の確保及び高速
化などローカル線特有の課題を抱えている。
新公共交通システムは、利用者のニーズに沿ったシステムであり、市民満足度は高い。本年度から
本格運行で実施。さらに利用促進に取り組む必要がある。一方で、運行事業者との連携・協議重ね
ながら継続した協力が得られるよう条件整備を検討する必要がある。

①　住民意識調査
結果

路線バスの利便性の向上

目標値 他団体等

123,366

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

評価コメント評価視点

159,121 297,297

★

★

118,931

指標の説明施策指標名 単位

利用者数の維持 市内のJR駅における乗降者数

評価値の推移

有償運送の利便性の向上 外出機会が増加した利用者数

路線バス1日当たりの平均利用者数

お太助ワゴンの1日平均利用者数デマンド交通の利便性の向上

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補 重点化

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定 ４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業

５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

101% － －

－

小学生を除き1台当たり
5人として設定（｢安芸高
田市地域公共交通総
合計画｣で数値設置）

お太助ワゴン1日平均利
用者数（H23.4～H24.1）

目標

109%

－

50

175 180.94

高い

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

－ －43%

－ －

（氏名）企画振興部長 竹本　峰昭

％ 101%

実績 161
人

小学生を除き1台当たり
5人として設定（｢安芸高
田市地域公共交通総
合計画｣で数値設置）

一日当たりの平均乗
降者数

1,304 1,290

100%

Ｈ22
お助けワゴンの利用状況は良好であり目標数値を超過しているが、バスの利用は激減してい
る。

他団体等
の状況

ＪＲ芸備線の利便性向上、三江線の存続を図るためにも、かかる経費の状況を踏まえ効果的
な利用促進策について検討する必要がある。

①施策指標の分析

②平成25年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

新公共交通システムの利用状況は良好で、効率的な運用により利用者の満足度も向上して
いる。
今後、車両の経年とあわせ維持管理経費を含めた業務委託料の見直しを検討する必要があ
る。また将来的な一般財源の抑制についても検討する必要がある。

65歳以上人口の
1.5％（｢安芸高田市
地域公共交通総合
計画｣で数値設置）

指標の説明

97% 80% － －

56.3 － －
％

80

外出機会が増えた高齢
者の割合
（有償運送）

目標 70

実績

達成率 ％ 0%

68

3491

70

182%

70

施策指標名

98%

％ 212%

人

単位

160 180160

達成率

路線バス1日当たりの平
均利用者数（10台）

目標 50

達成率

実績 106

Ｈ24

－

1,300 1,300 1,300

99%

1,270

Ｈ25 Ｈ27

人
－芸備線3駅の乗降客数 実績

Ｈ23

－

－

達成率 ％

目標

11001 企画振興部 政策企画課（公共輸送機関の整備）



事務事業名ＣＤ

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

所属

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

補助金・負担金

電算システム事業

安芸高田市施策評価シート　（平成24年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成24年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成24年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成24年度施策）

企画振興部　情報政策課施策コード

22

23

　平成17年の地域情報化推進計画策 95,888

うち一財 うち一財 うち一財

3,238,438

158,020

Ｈ24決算

82,237

118,928

12,09522,802

22,802

131,927

131,927

Ｈ23決算

27,069 26,520 0.50
普通

前年度並
み配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存
2-1-11

52,690

Ｈ25予算

経費区分

人員数(H24)

人件費
主な予算科目

H23接続機器更新
ソフト事業 52,690 18,997 26,520 4,323

広域ネットワーク
維持管理事業

21

テレビ難視聴解消事業
光ネットワーク整備等

既存

既存

2-1-11
13,042

ソフト事業 13,042

118,928
2-1-11

1.20
普通

1.80
普通

15,564

2-1-11
293,189

ソフト事業

既存

38,902

1,193,702 4.50
24

地域情報格差是
正事業 29,552

①　住民意識調査

高い 重点配分

電話

役職・氏名

次期更新H27削減配分

前年度並
み配分12,095

イントラネットパソコ
ン等維持管理事業

リース
10,367

82,237

情報化の推進

主要施策 2.定住と交流のネットワークづくり

課長　広瀬　信之
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826-42-5627

基本方針

11002

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価

　若い世代や企業などから光通信の要望があったが、全市に光ケーブル
を敷設するには、当時の試算では多額の初期投資経費が必要で、更に、
自主運営では、その後のランニングコストも多額であるため、これまで、超
高速インターネット環境の整備に至らなかったのが実情である。

477,849 3,420,236

331,746

　平成17年の地域情報化推進計画策
定時にインターネット環境等のアン
ケート調査を実施した。

8.00

216,740 69,156214,212

1,314,554

95,888158,020

合計

④　施策の意図、
今後の展望

　光回線を利用したブロードバンド環境の充実と伴に、市民の安心・便利な暮らしをサポートすることを目的と
して、各世帯に双方向性を具えたＩＰ告知端末（お太助フォン）を配備する。
　光ネットワーク整備事業（IRU契約による公設民営方式）の早期完成を推進し、お太助フォンや光回線の有効
活用を図るため、関係各課と利活用の協議を行い住民サービスの充実を目指す。
　地上波デジタル放送が視聴できない難視地区のテレビ共聴組合の設立及び施設整備助成を引き続き推進
する。
　庁内の電子計算機システム（次期更新H27年度）については、プライベートクラウド化又は同一システム自治
体との共同利用の検討を行う。

③　施策の現状と
課題

38,90229,552

　情報格差の是正及び市内の情報伝達手段の統一化を図ることにより、当市における情報通信環境をより豊
かなものとし、市民の皆様の利便性の向上、若者定住、地域及び企業の活性化等、将来に展望のある安芸高
田市を創出することを目的として情報通信基盤の整備を行う。
　庁内の電子計算機システムは将来のクラウド化を見通し平成22年度に標準パッケージによるシステム更新
事業を行った。ただし更新時期の異なるシステムに対しては今後の更新時期に標準パッケージでの対応を行
う。

①　住民意識調査
結果

光ネットワーク（お太助フォン設置）加入申込
件数

目標値

電算システム利用各部
局

危機管理室 防災行政無線管理事業

他団体等

331,746

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

光ネットワーク利活用計画各部局

評価コメント評価視点

216,740 69,156

光ネットワーク整備事業完了後、八千代町及び向原町の同報
系防災行政無線施設を撤去する。

電算システムを利用する各事務事業

お太助フォン及び光回線の利活用のための各部局とのワーキ
ング会議の開催。

★

★

214,212

指標の説明

電算システムに係る運営経費については、実際に当該業務を利用す
る原課の各事業にも、運営コスト費用を加えるべきと思料される。

施策指標名 単位

広域ネットワークシステムのトラブル（不具合）
の減少を目指す

年間トラブル発生件数
　　(H16,H17年度の平均 18件発生)

評価値の推移

インターネット（あじさいネット）加入申込件数
インターネット（あじさいネット）加入申込件数累計
　〔法人,施設を含む〕

光ネットワーク（お太助フォン設置）加入申込件数累計
　〔法人,施設を含む〕

テレビ共聴施設デジタル化改修済組合、及び新設
　　(改修・新設が必要なテレビ共聴施設〔組合〕 100施設)

体との共同利用の検討を行う。

テレビ共聴受信施設デジタル化改修の推進
（平成27年までを目途に改修新設を目指す）

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補 重点化

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定 ４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業

５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

96 100

90.5% － －

－

H24は、吉田、八千
代、美土里、高宮
の4町の数値

テレビ共聴受信施設デジ
タル化改修済・新設件数
（累計）

目標

11,000

94.4%

－

－

85 86

高い

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

－ －110.8%

－ －

（氏名）企画振興部長 竹本　峰昭

％ 76.3%

実績 61
件

10,500 H24は、吉田、八千
代、美土里、高宮
の4町の数値

0 0 トラブル件数/基準
年度発生件数18
件（Ｈ16Ｈ17平均）

4 2

75%

Ｈ22 　広域ネットワークについては、H23年度に機器の更新を行ったため、トラブル発生件数は、減少している。テレビ共
聴施設デジタル改修については、デジタル化への完全移行が間に合わなっかた世帯へSNS対策を行い最終期限の
H27年3月末までに更なる事業推進（高性能アンテナ対策等）を行う必要がある。
　光ネットワークの加入促進を引き続き継続して行う。（吉田、八千代、美土里、高宮の4町の加入率 80.3％）

他団体等
の状況

　庁内の電算システムの安定稼働を引き続き継続する。また、一人一台パソコンを含めた個人情報を保護する対策
を充実させる必要があるため、セキュリティー対策を行う。
　地上波デジタル放送が視聴できない難視地区の解消を図りし、平成27年までの解消を目指す。光ネットワーク整備
事業の早期完成を推進し、各課と協議を行いお太助フォンの有効活用を図り、住民サービスの充実を目指す。

①施策指標の分析

②平成25年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

　電算システムの次期更新に際しては、プライベートクラウド化又は同一システム自治体との共同利用の検討を行
う。また、セキュリティ―対策として、個人情報流出の恐れがあるUSBメモリー等の使用制限を強化する。
　地上波デジタル放送が視聴できない難視地区でテレビ共聴施設の整備が困難な世帯に対しては、国の進める高
性能アンテナ対策等のフォローを行う。　光ネットワーク整備事業の早期完成を目指し、お太助フォンの有効活用を
行う為、各課と協議を行い住民サービスの充実を目指す。無線アクセスサービスは光ネットワークに移行し事業を終
結する。

新設改修が必要な
施設数：100施設

指標の説明

104.6% － －

3,500

2,405 － －

3,400
件

6,500

インターネット（あじさい
ネット）加入申込件数累
計

目標 －

実績 －

達成率 ％

-

7,201-

- 2,300

施策指標名

75.0%

％

件

単位

90 9580

達成率

光ネットワーク（お太助
フォン設置）加入申込件
数累計

目標 －

達成率

実績 －

Ｈ24

－

3 3 3

66.6%

4

Ｈ25 Ｈ27

件
－

広域ネットワークトラブル
（不具合）の基準年度に
対する発生割合

実績

Ｈ23

－

－

達成率 ％

目標

11102企画振興部 情報政策課（情報化の推進）



幹線道路の整備

主要施策 2.定住と交流のネットワークづくり

課長 西原　裕文
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826-42-1208

基本方針

20003
電話

役職・氏名

重点配分

前年度並
み配分

県道維持管理事
業 8,365

①　住民意識調査

普通
2,928

0.35
14

橋梁長寿命化修
繕事業

削減配分８・２・４・１
5,808既存

1.00
高い

1.00
高い

8,365

既存

既存

８・２・２・１
98,051

施設維持管理 16,452

182,447
８・２・２・１

市道道路維持事
業施設維持管理

県道改良事業10

人員数(H24)

人件費
主な予算科目

施設建設事業 14,708 16,102 10,874
重点配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存
８・２・３・１

79,108

Ｈ25予算

経費区分

13,450

183,478

170,878

Ｈ23決算

65,902 1.30
高い

うち一財 うち一財 うち一財

15,700

7,900

Ｈ24決算

140,253

99,850

5,808

安芸高田市施策評価シート　（平成24年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成24年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成24年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成24年度施策）

建設部　建設課施策コード

11

13

ソフト事業

所属

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

事務事業名ＣＤ

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価

　安芸高田市の幹線道路網を体系的に見てみると、中心部との２０分構想を目指し、まちづくりに必要な地域相互を
放射・環状的に連絡する道路ネットワークが脆弱で、これら道路網の強化を図ることが課題となっている。特に一般
県道原田吉田線は合併支援道路でもあり中心部と北部地域の高宮方面を結ぶ路線の整備、また南地域の向原方
面とを結ぶ地域高規格道路（向原・吉田間）の整備促進が大きな課題となっている。地域内の幹線となる主要市道に
ついても、円滑な通行ができるよう、計画的に改良・整備を進め、体系的な幹線道路網の形成を図っていくことが必
要。市街地や周辺地域における交通の安全性や利便性を高めていくため、計画的な市道（生活道路）の整備が必
要。また、近年、市道全体的に舗装の劣化や区画線の消失が顕著であるため、計画的な対策が必要。

①　住民意識調査
結果

既存

2,928

前年度並
み配分

高い
15,893

1.90

55,179

③　施策の現状と
課題

既存

既存

施設維持管理

7

８・２・３・１

505

④　施策の意図、
今後の展望

・タウンセンターと地域拠点、地域拠点相互及び鉄道駅との連絡など、地域内の円滑な連絡を確保
するため、主要市道の計画的な整備を図る。
・道路や沿道の性格に応じて、歩道の美装化、道路緑化等道路空間の整備を促進し、潤いのある
道路景観等の検討をしていく。
・既存の市道を安全に利用してもらうため、舗装の劣化や区画線の消失等の対策として計画的な維
持管理を図る。

既存

合計

国県道整備促進
事業

施設建設事業

7,900

75,145152,858

112,597

5,808

5,235 0.30
高い

高い

ソフト事業 505 5,235 2,509

地域高規格道路東広
島高田道路(向原吉田
道路)建設促進事業

重点配分８・１・１・１

重点配分８・１・１・１
3,050 11,829

3,7693,050 11,829

0.45

1,643 2,396 7,538
普通

前年度並
み配分

8,415 8,976

８・１・１・１
7,853 0.75

0.90
８・１・１・１

295,016

0

7,853

7.95

H24新規
560

地域活性化整備
促進事業 6,274

530,242 473,968

290,822 0 66,515

ソフト事業

ソフト事業

施設建設事業
15 市道改良事業

12
市道・橋梁・法定外
公共物管理事業

8

・改良路線は歩道設置など交通安全対策的なものが多くなっている。
・維持管理面では、舗装修繕・路肩修繕などに加え、道路端を歩くとき、自転車で通行する
とき、高齢者が利用している電動三輪車が通るなど、蓋が無い場合踏み外す危険性があ
り、側溝蓋掛けで安全通行を求める修繕も多くなっている。また、側溝蓋、横断側溝蓋の雑
音解消要望も多くなっている。

道路における安全対策の確保

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補 重点化

市道維持修繕箇所及びすぐやる課対応による処理件数（すぐ
やる課対応）

側溝整備等安全対策要望箇所数

主要市道の整備率 ★

施策指標名
目標値

地域拠点を結ぶ道路ネットワークの強化

評価値の推移
単位 指標の説明

295,016

評価コメント評価視点

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

国及び県 国道、県道の整備事業

290,822 0 66,515

国または県が実施する国道及び県道改良事業の整備促進、特
に県道では合併支援道路の整備が急を要する。

適切な道路維持修繕、早期の対応

他団体等

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定 ４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業

５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

市道改良整備率 実績

Ｈ23

－

－

達成率 ％

施策指標名

－

80 80

90.0%

74

Ｈ25 Ｈ27

－
実施計画にある整
備路線に対しての
整備率
H23から実施計画
の見直しにより目
標値も見直す

道路・河川・橋梁・公園等
の維持管理補修に関す
る事務取扱件数

目標

達成率

実績 1,713

％

単位
Ｈ24

達成率

目標 85

92.5%

839

目標

実績

達成率 ％ － －

－ －

指標の説明

・本市のような中山間地域は日常生活に占める道路依存率が高く、冬場の雪対策もあり、離合場所の確保のためにも市道の改良を推進する必要がある。ま
た、高齢化による通行の安全対策を進めるため、側溝整備等で転落防止など安全対策の道路維持が必要である。また舗装の老朽化もあり、計画的な舗装
修繕（オーバーレイ等）が必要である。また、建設残土の処分費を節減するために、受入場所を選定するための調査を24年度で計画している。
・国道、県道を補完する幹線市道の整備箇所の見直しをした計画が必要である。
・市の他事業(向ヶ丘市営住宅跡地利用、林道入江戸島線開設等）に関連した市道整備を相互連携のもとに実施していく必要がある。(H23から実施中）

①施策指標の分析

②平成25年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

・市道改良整備率を上げるには、予算的にも厳しい状況であることから、１．５車線や残土処理等のコスト縮減などを図りながら整備を進めていく
必要がある。
・維持補修修繕工事について、平成２１年度から市道年間業者委託で補修修繕を実施しており、住民要望や安全対策の対応が速やかに実施で
きている。件数的には舗装補修に関するものが一番多い。将来的に計画的に舗装修繕（オーバーレイ等）を実施していく必要がある。89 72

Ｈ22
他団体等
の状況

（氏名）建設部長 河野　正治

％

高い

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

・合併前からの継続事業を基に道路整備をしているなかで整備率を上げることは住民要望に応えることになる。　　早期完成のために
効率的に整備することが求められている。
・合併後の体系的な整備路線を今後有識者等を交え検討していくことが必要と思われる。
・道路の維持修繕については、舗装等の老朽化もあり、安全対策面からも計画的に補修が必要（国費補助対応で計画）
・橋梁点検事業を進め、橋梁の長寿命化計画を策定し計画的な維持管理をすることが必要
・うるおいのある道路景観の形成等については、状況を見ながら今後検討していくことが必要－

目標

件数が多
いいことが
良いとは限
らない。

－実績

件

県内市町
道改良率
52.5%
1級2級市
町道改良
率平均70%
（H19.4現
在広島市
を除く）

％

－

年間維持方式委託
に変更したことにより
すぐやる課(すぐやる
係）事務取扱件数

－

104.7%

－

－ －

－

20003 建設部 建設課（幹線道路の整備）



事務事業名ＣＤ

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

所属

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

安芸高田市施策評価シート　（平成24年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成24年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成24年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成24年度施策）

建設部　管理課施策コード

18

うち一財 うち一財 うち一財

Ｈ24決算

1,042

-2,524

Ｈ23決算

2,438 0.45
普通

前年度並
み配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存
2・1・7・1・3

2,628

Ｈ25予算

経費区分

人員数(H24)

人件費
主な予算科目

施設維持管理 2,579 2,405 3,769
各ＪＲ駅舎施設管
理事業

17

既存
2・1・7・1・3

661

施設維持管理 -3,080

0.45
普通

①　住民意識調査

電話

役職・氏名

前年度並
み配分

市営駐車場等維
持管理事業 3,769

公共交通に係る施設の管理

主要施策 2.定住と交流のネットワークづくり

課長　賀志古　恵
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826-42-1201

基本方針

20010

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価

3,289 3,480

-119

0.90

0 7,538-501

0
合計

④　施策の意図、
今後の展望

　市営駐車場における利用率の向上を図り、将来的には市の職員も削減をされることから、指定管
理者制度の指定も検討しながら、より効率的でサービス低下の招かない方法により管理運営を
行っていく。

③　施策の現状と
課題

主な管理施設としては、市内にある各JR駅舎施設の管理と、その周辺に設置してある市営駐車場
及び高速バスの停留所駐車場の管理である。現在は市営駐車場の使用料により管理運営を行っ
ているが、月極の利用率が80％弱程度であり、管理修繕を行うには不足している状況である。ま
た、JRの利用促進の観点からも利用率を上げる必要がある。

①　住民意識調査
結果

目標値

商工観光課

政策企画課
ＪＲ芸備線・三江線利用促進対策事業
生活路線確保対策事業

他団体等

-119

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

評価コメント評価視点

0 7,538

ＪＲ利用促進、及び市交通体系との関連

観光振興事業費

-501

指標の説明

市の交通窓口であるＪＲ駅、高速ＢＳからの情報発信

施策指標名 単位

市営駐車場利用率の向上 月極駐車場利用率

評価値の推移

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補 重点化

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定 ４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業

５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

90.2% － －

－向原駅駐車場利用率

目標

100.0%

－50.0 54.1

普通

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

－ －

－ －

（氏名）建設部長 河野　正治

％ 94.4%

実績 42.5
％

利用数÷
駐車枠数(18)

83.3 88.9

104.1%

Ｈ22
甲立駅の利用率は少し下がり、向原駅は上がっている。全体的な利用率(60%)は変わっていな
いが、利用率の向上になっていない。

他団体等
の状況

甲迎館、吉田口プラットハウス、甲立駅駐車場、吉田口駅駐車場、向原駅駐車場については、H25年度
から指定管理者制度を導入し民間による利用促進を行う。向原プラットハウスについては、施設内の各
管理者との調整を行い指定管理者制度に移行する。また、利用促進については、関係する課との連携
が必要である。

①施策指標の分析

②平成25年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

向原駅プラットハウスの指定管理者への移行。
美土里・高宮高速バス停駐車場のスペース拡大。

利用数÷
駐車枠数(74)

指標の説明

－ －

－ －

目標

実績

達成率 ％

施策指標名

98.0%

％

単位

50 6045

達成率

目標

達成率

実績

Ｈ24

－

80 85 85

104.6%

83.3

Ｈ25 Ｈ27

％
－甲立駅駐車場利用率 実績

Ｈ23

－

－

達成率 ％

目標

20010 建設部 管理課（公共交通に係る施設の管理）


